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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期

会計期間

自平成24年
４月１日
至平成24年
９月30日

自平成25年
４月１日
至平成25年
９月30日

自平成26年
４月１日
至平成26年
９月30日

自平成24年
４月１日
至平成25年
３月31日

自平成25年
４月１日
至平成26年
３月31日

賃貸事業収益 （千円） 26,150 23,399 16,463 52,505 40,866

経常利益又は経常損失（△） （千円） 943 △225 △6,165 4,622 △3,573

中間（当期）純利益又は中間（当

期）純損失（△）
（千円） 148 △1,435 △6,387 3,283 △4,993

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － － －

資本金 （千円） 156,650 156,650 156,650 156,650 156,650

発行済株式総数 （株） 313,300 313,300 313,300 313,300 313,300

純資産額 （千円） 147,956 153,796 147,082 155,585 151,406

総資産額 （千円） 163,588 169,771 165,758 171,373 166,994

１株当たり純資産額 （円） 472.25 490.89 469.46 496.60 483.26

１株当たり中間（当期）純利益金

額又は１株当たり中間（当期）純

損失金額（△）

（円） 0.47 △4.58 △20.39 10.48 △15.94

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 90.44 90.59 88.73 90.79 90.67

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 5,668 1,060 △2,605 10,549 △502

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 13,332 △9,549 △29,549 13,823 △10,065

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） － － － － －

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 68,514 65,397 31,163 73,886 63,318

従業員数
（人）

－ － － － －

［外、平均臨時雇用者数］ [－] [－] [－] [－] [－]

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については関連会社がないため、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額については潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３．賃貸事業収益の金額については、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

　当社所有の賃貸ビルの賃貸管理事業全般につき業務委託を行っているため、該当事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　我が国の経済は、政府による経済政策や日本銀行による金融緩和を背景に、企業収益の改善や設備投資の増加、

雇用情勢の改善等、景気は緩やかな回復基調が続きました。一方、個人消費につきましては、一部持ち直しの動き

も見られましたが、平成26年４月以降は消費税増税に伴う駆け込み需要の反動による冷え込みや物価の上昇などの

影響から、消費マインドの速やかな回復には期待が持てず、先行き不透明な状況で推移致しました。

　当社においては、新規テナント募集及び入居等により空室率改善に努力致しましたが、他物件との競争激化の影

響により収益の低下は避けられませんでした。

　このような情勢の中で、賃貸事業収益は前年同期比6,935千円（29.6%）減の16,463千円となり、営業損益は前年

同期営業損失344千円から営業損失6,290千円と悪化しました。経常損益も前年同期経常損失225千円から経常損失

6,165千円となり、中間純損益も前年同期中間純損失1,435千円から中間純損失6,387千円と悪化致しました。

　なお、当社はセグメント及び事業部門の区分をしておりませんので、セグメント等に関連づけた記載はしており

ません。

　営業活動に関する詳細は次の通りであります。

最近２中間会計期間の賃貸事業収益構成比

種別
前中間会計期間

(平成25年４月１日～平成25年９月30日)
当中間会計期間

(平成26年４月１日～平成26年９月30日)

貸室

事務室賃貸収入（％） 56.97 57.84

会議室賃貸収入（％） 7.57 7.09

その他収入（％） 28.03 26.69

小計（％） 92.56 91.62

貸広告塔 広告塔収入（％） 3.85 5.47

その他 駐車場収入他（％） 3.59 2.91

合計（％） 100.00 100.00
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最近２中間会計期間の賃貸事業収益の状況

種別
前中間会計期間

(平成25年４月１日～平成25年９月30日)
当中間会計期間

(平成26年４月１日～平成26年９月30日)

貸室

事務室賃貸収入(千円) 13,329 9,522

会議室賃貸収入(千円) 1,771 1,166

その他収入（千円） 6,558 4,394

小計（千円） 21,659 15,083

貸広告塔 広告塔収入（千円） 900 900

その他 駐車場収入他（千円） 840 480

合計（千円） 23,399 16,463

　（注）１．貸室のその他収入には、共益費及び水道光熱費を含みます。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

主要顧客別の賃貸事業収益及びそれぞれの賃貸事業収益に対する割合

相手先

前中間会計期間
(平成25年４月１日～平成25年９月30日)

当中間会計期間
(平成26年４月１日～平成26年９月30日)

金額（千円）
賃貸事業収益に対
する割合（％）

金額（千円）
賃貸事業収益に対
する割合（％）

森林総合研究所 6,208 26.53 － －

大阪府木材健康保険組合 2,619 11.20 2,598 15.79

有限会社アドックス － － 2,287 13.89

大阪府木材連合会 － － 2,049 12.45

甫本拓海 － － 1,651 10.03

合計 8,828 37.73 8,586 52.16

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．賃貸事業収益に対する割合が100分の10未満の相手先については、金額及び割合の記載を省略しておりま

す。

前事業年度末及び当中間会計期間末の利用率等

種別

前事業年度末
（平成26年３月31日）

当中間会計期間末
（平成26年９月30日）

貸付うる面積
（㎡）

貸付面積(㎡) 利用率
貸付うる面積
（㎡）

貸付面積(㎡) 利用率

貸室
事務室 1,376.44 1,058.44 76.90％ 1,376.44 1,058.44 76.90％

会議室 511.43 － 174回 511.43 － 64回

合計 1,887.87 1,058.44 － 1,887.87 1,058.44 －

　（注）　会議室は時間制貸付であるため利用率は回数で記載しています。
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(2）キャッシュ・フロー

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前中間会計期間末65,397千円に比し

て34,234千円減の31,163千円となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は2,605千円（前年同期は1,060千円の獲得）となりました。これは税引前中間純損

失が6,165千円（前年同期は税引前中間純損失1,225千円）になったためです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は29,549千円（前年同期は9,549千円の支出）となりました。これは主に長期預金

の預入による支出30,000千円があったためです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは発生しておりません。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

　該当事項はありません。

 

３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

４【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等の

リスクについての重要な変更はありません。

 

５【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約等はありません。

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態の分析

　中間純損失が6,387千円となり、純資産が4,324千円縮小しました。

(2）経営成績の分析

　当中間会計期間の賃貸事業収益は前年同期比6,935千円（29.6%）減の16,463千円となり、営業損益は前年同期営

業損失344千円から営業損失6,290千円と悪化しました。経常損益も前年同期経常損失225千円から経常損失6,165千

円となり、中間純損益も前年同期中間純損失1,435千円から中間純損失6,387千円と悪化致しました。

(3）キャッシュ・フローの状況

　キャッシュ・フローの状況については、１「業績等の概要」(2)「キャッシュ・フロー」に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 320,000

計 320,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年12月19日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 313,300 313,300 なし

単元株制度を採

用しておりませ

ん。

計 313,300 313,300 － －

　（注）　当社の株式を譲渡するには取締役会の承認を要する旨を定款で定めております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成26年４月１日～

 平成26年９月30日
－ 313,300 － 156,650 － －
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社大阪木材相互市場 大阪市港区福崎１－２－１ 21 6.80

株式会社山王 大阪市住之江区北加賀屋２－11－８ 17 5.52

村上木材株式会社 大阪市住之江区平林南２－11－108 12 3.96

大阪府木材協同組合 大阪市西区新町３－６－９ 11 3.64

株式会社りそな銀行 東京都江東区木場１－５－65 10 3.19

大阪木材仲買協同組合 大阪市西区南堀江４－18－10 10 3.19

長堀会 大阪市西区北堀江１－８－12 8 2.55

越井木材工業株式会社 大阪市住之江区平林北１－２－158 8 2.55

株式会社アサノ 大阪市中央区西心斎橋１－12－13 6 2.01

大阪木材市場株式会社 大阪府八尾市宮町３－４－60 6 1.98

計 － 110 35.40

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　313,300 313,300 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 313,300 － －

総株主の議決権 － 313,300 －

　（注）　当社は単元株制度を採用しておりません。

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【株価の推移】

　金融商品取引所非上場のため、該当事項はありません。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について
　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（平成26年４月１日から平成26年９月

30日まで）の中間財務諸表について、監査法人浩陽会計社により中間監査を受けております。

３．中間連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当中間会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 93,437 61,284

営業未収入金 17 98

前払費用 1,210 1,246

流動資産合計 94,664 62,630

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 36,155 34,525

構築物（純額） 3,007 2,785

工具、器具及び備品（純額） 384 355

有形固定資産合計 ※ 39,547 ※ 37,666

無形固定資産   

借地権 689 689

電話加入権 424 424

無形固定資産合計 1,113 1,113

投資その他の資産   

投資有価証券 31,561 34,312

長期預金 － 30,000

長期前払費用 106 35

投資その他の資産合計 31,668 64,348

固定資産合計 72,329 103,128

資産合計 166,994 165,758

負債の部   

流動負債   

未払費用 1,052 1,199

未払法人税等 451 374

未払消費税等 136 372

前受金 1,880 3,256

その他 19 102

流動負債合計 3,541 5,304

固定負債   

長期預り保証金 5,180 5,364

繰延税金負債 6,867 8,007

固定負債合計 12,047 13,371

負債合計 15,588 18,676
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当中間会計期間
(平成26年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 156,650 156,650

利益剰余金   

利益準備金 8,400 8,400

その他利益剰余金   

別途積立金 10,000 10,000

繰越利益剰余金 △36,066 △42,453

利益剰余金合計 △17,666 △24,053

株主資本合計 138,983 132,596

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 12,422 14,486

評価・換算差額等合計 12,422 14,486

純資産合計 151,406 147,082

負債純資産合計 166,994 165,758
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②【中間損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

賃貸事業収益 23,399 16,463

賃貸事業原価 ※１ 16,976 ※１ 17,234

売上総利益又は売上総損失（△） 6,422 △770

販売費及び一般管理費 ※２ 6,766 ※２ 5,520

営業損失（△） △344 △6,290

営業外収益 ※３ 118 ※３ 125

経常損失（△） △225 △6,165

特別損失 ※４ 1,000 ※４ －

税引前中間純損失（△） △1,225 △6,165

法人税、住民税及び事業税 210 221

法人税等調整額 － －

法人税等合計 210 221

中間純損失（△） △1,435 △6,387
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 156,650 8,400 10,000 △31,073 △12,673 143,976

当中間期変動額       

中間純損失（△）    △1,435 △1,435 △1,435

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

      

当中間期変動額合計 － － － △1,435 △1,435 △1,435

当中間期末残高 156,650 8,400 10,000 △32,509 △14,109 142,540

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 11,608 11,608 155,585

当中間期変動額    

中間純損失（△）   △1,435

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

△352 △352 △352

当中間期変動額合計 △352 △352 △1,788

当中間期末残高 11,256 11,256 153,796
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当中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 156,650 8,400 10,000 △36,066 △17,666 138,983

当中間期変動額       

中間純損失（△）    △6,387 △6,387 △6,387

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

      

当中間期変動額合計 － － － △6,387 △6,387 △6,387

当中間期末残高 156,650 8,400 10,000 △42,453 △24,053 132,596

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 12,422 12,422 151,406

当中間期変動額    

中間純損失（△）   △6,387

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

2,063 2,063 2,063

当中間期変動額合計 2,063 2,063 △4,323

当中間期末残高 14,486 14,486 147,082

 

EDINET提出書類

株式会社大阪木材会館(E03913)

半期報告書

16/28



④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純損失（△） △1,225 △6,165

減価償却費 2,278 1,881

貸倒引当金の増減額（△は減少） 300 －

受取利息及び受取配当金 △41 △55

売上債権の増減額（△は増加） △484 △81

前受金の増減額（△は減少） 1,138 1,375

その他 △192 653

小計 1,772 △2,392

利息及び配当金の受取額 41 55

法人税等の支払額 △753 △269

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,060 △2,605

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △10,002 △2

投資有価証券の売却による収入 452 452

長期預金の預入による支出 － △30,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,549 △29,549

財務活動によるキャッシュ・フロー   

財務活動によるキャッシュ・フロー － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,489 △32,155

現金及び現金同等物の期首残高 73,886 63,318

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 65,397 ※ 31,163
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

①時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法によっております。）

②時価のないもの

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法によってお

ります。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

　建物７～50年

(2)リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

　貸倒引当金

　営業未収入金の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　ただし、貸倒実績がないこと及び営業未収入金の回収保全状況に基づき、当中間会計期間は引当金の

計上はしておりません。

４．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資としております。

５．消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。なお、仮払消費税等および仮受消費税等は相殺し、流動負債に未払消費税

等として表示しております。
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（中間貸借対照表関係）

※　有形固定資産の減価償却累計額

前事業年度
（平成26年３月31日）

当中間会計期間
（平成26年９月30日）

186,093千円 187,974千円

 

（中間損益計算書関係）

※１　減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

有形固定資産 2,278千円 1,881千円

 

※２　販売費及び一般管理費の主要項目

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
　　至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
　　至　平成26年９月30日）

支払手数料 3,592千円 3,875千円

 

※３　営業外収益の主要項目

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

受取利息 41千円 55千円

 

※４　特別損失の主要項目

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

役員退職慰労金 1,000千円 －千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数

（株）
当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 313,300 － － 313,300

合計 313,300 － － 313,300

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

2.配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数

（株）
当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 313,300 － － 313,300

合計 313,300 － － 313,300

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

2.配当に関する事項

該当事項はありません。

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 95,516千円 61,284千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △30,119 △30,121

現金及び現金同等物 65,397 31,163

 

（リース取引関係）

　重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

　中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　前事業年度（平成26年３月31日）

 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 93,437 93,437 －

(2)投資有価証券 24,161 24,161 －

資産計 117,599 117,599 －

 

当中間会計期間（平成26年９月30日）

 中間貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 61,284 61,284 －

(2)投資有価証券 26,912 26,912 －

(3)長期預金 30,000 29,988 △11

資産計 118,197 118,185 △11

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1)現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(2)投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下

さい。

(3)長期預金

　これらの時価は、元金利の合計額を同様の新規預金を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

区分
前事業年度

（平成26年３月31日）

当中間会計期間

（平成26年９月30日）

非上場株式 7,400 7,400

長期預り保証金 5,180 5,364

　非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「(2)投資有価証券」には含

めておりません。

　長期預り保証金については、元本の返済期限が特定できず、将来キャッシュ・フローを見積もるこ

とができないため、時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品です。

３．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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（有価証券関係）

　その他有価証券

前事業年度（平成26年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額　

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの

その他 24,161 4,871 19,290

小計 24,161 4,871 19,290

　合計 24,161 4,871 19,290

 

当中間会計期間（平成26年9月30日）

 種類
中間貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

中間貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

その他 26,912 4,418 22,493

小計 26,912 4,418 22,493

　合計 26,912 4,418 22,493

　（注）　非上場株式（前事業年度の貸借対照表計上額は7,400千円、当中間会計期間の中間貸借対照表計上額は7,400千

円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、上表の「そ

の他有価証券」には含めておりません。

（デリバティブ取引関係）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておらず該当事項がないため、記載しておりません。

 

（ストック・オプション等関係）

　当社においては該当事項がないため、記載しておりません。

 

（持分法損益等）

　当社においては関連会社がないため、記載しておりません。

 

（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び中間貸借対照表日における時価に、前事業年度の末日に比して著し

い変動が認められないため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への賃貸事業収益が中間損益計算書の売上高の90％を超える

ため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1)賃貸事業収益

　本邦の外部顧客への賃貸事業収益が中間損益計算書の賃貸事業収益の90％を超えるため、記載を省略

しております。

(2)有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 賃貸事業収益（千円） 関連するセグメント名

森林総合研究所 6,208 不動産賃貸事業

大阪府木材健康保険組合 2,619 不動産賃貸事業

 

Ⅱ　当中間会計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への賃貸事業収益が中間損益計算書の売上高の90％を超える

ため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1)賃貸事業収益

　本邦の外部顧客への賃貸事業収益が中間損益計算書の賃貸事業収益の90％を超えるため、記載を省略

しております。

(2)有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 賃貸事業収益（千円） 関連するセグメント名

大阪府木材健康保険組合 2,598 不動産賃貸事業

有限会社アドックス 2,287 不動産賃貸事業

大阪府木材連合会 2,049 不動産賃貸事業

甫本拓海 1,651 不動産賃貸事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

１株当たり純資産額 483.26円 469.46円

 

　１株当たり中間純損失金額び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり中間純損失金額（△） △4.58円 △20.39円

（算定上の基礎）   

中間純損失金額（△）（千円） △1,435 △6,387

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純損失金額（△）（千円） △1,435 △6,387

普通株式の期中平均株式数（株） 313,300 313,300

　（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第43期）（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）平成26年６月20日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

  平成26年12月19日

株式会社大阪木材会館   

 

 取締役会 御中  

 

 監査法人浩陽会計社  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 鹿取　丈士　　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 木村　啓紀　　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社大阪木材会館の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第44期事業年度の中間会計期間（平成26年４
月１日から平成26年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等
変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成
し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な
情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ
た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判
断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ
に基づき中間監査を実施することを求めている。
　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一
部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択
及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
て、株式会社大阪木材会館の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成26年４月
１日から平成26年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認
める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、署名捺印された原本は当社（半期
報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれておりません。
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